
○川口市青少年問題協議会条例 

昭和５３年３月３０日 

条例第５８号 

改正 昭和５５年６月２７日条例第１８号 

平成１２年６月２９日条例第４２号 

平成２６年３月２０日条例第４号 

平成２７年３月１１日条例第２１号 

（設置） 

第１条 地方青少年問題協議会法（昭和２８年法律第８３号）第１条の規定に基づ

き、川口市青少年問題協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

（平成１２条例４２・一部改正） 

（委員） 

第２条 委員の数は、１５人以内とする。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 市民 

(2) 青少年関係団体から選出された者 

(3) 関係行政機関の職員 

(4) 知識経験者 

（平成２６条例４・追加） 

（任期） 

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

（平成２６条例４・旧第２条繰下） 

（会長） 

第４条 会長は、委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は、協議会の会務を総理する。 

３ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指定する委員がその職務を代理す

る。 

（平成２６条例４・一部改正） 



（会議） 

第５条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

（平成２６条例４・追加） 

（関係者の出席及び資料の提出） 

第６条 協議会は、必要があるときは、関係者の出席を求めて、その意見を聴き、

又は関係者に資料の提出を求めることができる。 

（平成２６条例４・旧第５条繰下・一部改正） 

（専門委員） 

第７条 協議会に、専門の事項を調査させるため、専門委員若干人を置くことがで

きる。 

２ 専門委員は、当該事項について専門的知識を有する者のうちから市長が委嘱す

る。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときに、解任されるもの

とする。 

（平成２６条例４・追加） 

（幹事） 

第８条 協議会に幹事若干人を置き、市長が関係行政機関の職員及び市職員のうち

から委嘱又は任命する。 

２ 幹事は、協議会の所掌事務について、会長、委員及び専門委員を補佐する。 

（平成２６条例４・旧第６条繰下） 

（庶務） 

第９条 協議会の庶務は、子ども部において処理する。 

（昭和５５条例１８・一部改正、平成２６条例４・旧第７条繰下、平成２

７条例２１・一部改正） 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長



が協議会に諮って定める。 

（平成１２条例４２・一部改正、平成２６条例４・旧第８条繰下） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、昭和５３年４月１日から施行する。 

（川口市青少年問題協議会設置条例の廃止） 

２ 川口市青少年問題協議会設置条例（昭和３５年条例第１号）は、廃止する。 

附 則（昭和５５年６月２７日条例第１８号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、昭和５５年７月１日から施行する。 

附 則（平成１２年６月２９日条例第４２号） 

この条例は、平成１３年１月６日から施行する。 

附 則（平成２６年３月２０日条例第４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の川口市青少年問題協議会条例

第１条の規定により設置された川口市青少年問題協議会（以下「協議会」という。）

の会長である者及び協議会の委員である者は、この条例による改正後の川口市青

少年問題協議会条例第４条第１項の規定により選任され、又は同条例第２条第２

項の規定により委嘱されたものとみなす。 


